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【平成 27 年度問題 27】 制限行為能力者に関する次の記述のうち、民法の規定に照らし、

正しいものの組合せはどれか。 

ア 家庭裁判所が後見開始の審判をするときには、成年被後見人に成年後見人を付すると

ともに、成年後見人の事務を監督する成年後見監督人を選任しなければならない。 

イ 被保佐人がその保佐人の同意を得なければならない行為は、法に定められている行為

に限られ、家庭裁判所は、本人や保佐人等の請求があったときでも、被保佐人が法に定

められている行為以外の行為をする場合にその保佐人の同意を得なければならない旨の

審判をすることはできない。 

ウ 家庭裁判所は、本人や保佐人等の請求によって、被保佐人のために特定の法律行為に

ついて保佐人に代理権を付与する旨の審判をすることができるが、本人以外の者の請求

によってその審判をするには、本人の同意がなければならない。 

エ 家庭裁判所は、本人や配偶者等の請求により、補助開始の審判をすることができるが、

本人以外の者の請求によって補助開始の審判をするには、本人の同意がなければならな

い。 

オ 後見開始の審判をする場合において、本人が被保佐人または被補助人であるときは、

家庭裁判所は、その本人に係る保佐開始または補助開始の審判を取り消す必要はないが、

保佐開始の審判をする場合において、本人が成年被後見人であるときは、家庭裁判所は、

その本人に係る後見開始の審判を取り消さなければならない。 
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【解説】 正解 4 

ア 誤り。家庭裁判所が後見開始の審判をするときには、成年被後見人に成年後見人を付

す必要があるが（民法 843 条 1 項）、成年後見監督人を選任する必要はない。 

イ 誤り。家庭裁判所は、本人や保佐人等の請求があったときは、被保佐人が民法 13 条 1

項各号に定められている行為以外の行為をする場合であっても保佐人の同意を得なけれ

ばならない旨の審判をすることができる（民法 13 条 2 項）。 

ウ 正しい。家庭裁判所は、本人や保佐人等の請求によって、被保佐人のために特定の法

律行為について保佐人に代理権を付与する旨の審判をすることができるが（民法 876 条

の 4 第 1 項）、本人以外の者の請求によってその審判をするには、本人の同意がなけれ

ばならない（民法 876 条の 4 第 2項）。 

エ 正しい。家庭裁判所は、本人や配偶者等の請求により、補助開始の審判をすることが

できるが（民法 15 条 1 項）、本人以外の者の請求によって補助開始の審判をするには、

本人の同意がなければならない（民法 15 条 2 項）。 

オ 誤り。後見開始の審判をする場合において、本人が被保佐人または被補助人であると

きは、家庭裁判所は、その本人に係る保佐開始または補助開始の審判を取り消す必要が

ある（民法 19 条 1 項）。なお、保佐開始の審判に関する後半部分の記述は正しい（民法

19 条 2項）。 

 以上より、正しいものはウ・エであり、正解は 4 となる。 


